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行政不服審査法案に関するコメント（総務省ヒヤリング資料）    2009/12/3 

                             学習院大学 櫻井敬子 

一 行政不服審査法という法律の存在価値について 

(1)行政不服審査法は、不服審査の「一般法」とされるが、それは同法の適用範囲の広さを

意味しておらず、モデルの提示という理念レベルの意義をもつにとどまる。同法の役回り

は、実際上は、各法律に設けられた個別的な不服審査規定が適用されない部分のすき間を

埋める点に認められ、補充的役割を持つにすぎない。換言すれば、同法は、わが国の行政

不服審査制度にとっての実際上の重要性は相対的に低く、この点、建前論と実際上の有用

性との間に比較的大きい落差がある（ニッチ的、補充的法律であると認識するのが正しい）。 
  
＊行政不服審査法に基づく申立件数は 18,774 件、個別法のそれは 36,532 件（2008 年デー

タによる）。前者のうち、国税関係、情報公開関係、社会保険関係、労災補償関係で 8 割以

上を占める。改正法案の想定する「標準的な審査請求」の処理件数はせいぜい「年間数百

程度」と予想されている。高木光「行政不服審査法案(1)」自治実務セミナー2009 月 2 月号

7 頁以下参照。 
⇒同法改正の具体的な意義（国民にとっての実益）、改正の必要性（立法事実）が本当にあ

るのか、疑問である。 
 
(2)処理案件の少なさに加え、認容決定・認容裁決はさらに少なく、現行の行政不服審査制

度は有効に機能していない現状がある。 
 
○「行政による自己統制」が行政に有利な方向に働いてしまっており、国民との関係でバ

イアスがある。 
 ⇒この点については改善の余地があるが、そのことは「第三者機関の設置」という帰結

を直ちに導出しない。行政による自己統制の最大のメリットは、相対的に少ない「違法行

政」よりも、日常的で圧倒的に多い「不当行政」の救済が可能である点にあり、処分庁の

第一次的決定に踏み込んだ判断をなしうる制度であることが前提条件と考えられる。この

点、「第三者機関」するというだけではこの前提条件が満たされる保障がなく、却って改悪

になる可能性がある（民間人を登用すればいいというのもイノセントにすぎる）。改悪リス

クを回避しつつ、制度改善を期すとすれば、せいぜい「審理員制度」のあり方を検討する

という程度ではないかと考えられる。 
 
○行政による救済制度のメリットの第二は、裁判所による救済制度に比べ、早く、安く、

迅速であり、杓子定規でない、いい意味で後見的、柔軟な解決を志向しうる点に認められ

る。近年、行政型・民間型を問わず、ADR 手続きが導入・活用されつつあるのは、比較的

小さな紛争を柔軟に裁いてもらうことについての国民ニーズがあることを背景としている。

したがって、行政不服審査にも潜在的なニーズが少なからずあると考えられ、そうしたニ

ーズに応える方向での改革が求められる。今回の改正案では公正さ（対審構造の強化）を
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追及し、簡易迅速性に対する対応が格段に後退している。しかし、手続を重くして裁判手

続きに近似する方向に向かうことは、時代の要請に逆行する。 
 ⇒行政による救済手段であることのメリットを生かす改革をすべきである。 
 
○全体として、手続きは形骸化の傾向が顕著である。行政事件訴訟法上は自由選択主義が

原則であり、処分を受けた場合にただちに訴えを提起してもよいし、審査請求をしてもよ

い（8 条 1 項）。しかし、実際には個別法で不服審査前置主義が採用されている例が多く、

原則と例外の逆転現象があることはつとに指摘されてきた。不服審査前置主義がとられて

いる場合、国民は手続上やむなく不服審査の申立てをしているのであり、意味のない負担

を強いているというのが現状であろう。 
 また、行政事件訴訟法では、審査請求前置主義がとられている場合でも、審査請求があ

った日から 3 カ月を経過しても裁決がないときには訴訟提起が可能となるため（同条 2 項 1
号）、とにかく 3 カ月以内に裁決を出すことが自己目的化してしまい、審査請求が著しく形

骸化しているケースがある。私の経験では、かつて宗教法人審議会がまさにその例を体現

しており、訴訟の対象は原処分であることに加え（原処分主義）、「どうせ裁判になるのだ

から」ということで「とにかく請求棄却の結論を期間内に出す」ということが既定路線で

あった。内容的には認容裁決が相当と考えられた案件で、棄却裁決が出された。この事件

は、その後民事訴訟が提起され、東京地裁で請求認容、実質的に裁決の判断が覆された（東

京地判平成 16 年 3 月 30 日判例タイムズ 1162 号 276 頁）。 
 
○結論 
 有効に機能する行政不服審査制度に対する潜在的なニーズに対し、現行制度はほとんど

応えておらず、根本的な改革が必要である。 
 改正案は、現行制度の問題ある骨格をそのまま維持しているばかりか、手続をいたずら

に重くするものであり、ほぼ評価に値しない。 
 
二 あるべき改正のポイント 

（1）現行行政不服審査法の有効性は限られたものであり、早急に改正を行わなければなら

ないような深刻な弊害は認識されていない。微修正を加える余地があるとしても、その実

際上の適用例の少なさに鑑み、基本的には現状のまま、軽い手続を温存するのが相当であ

る。改正案では、実際には、再調査の請求⇒審査請求⇒行政不服審査会という 3 段階を経

なければ裁判所に訴えられないことになりかねず、国民からみれば、裁判所の３審制と合

わせると６審制となりかねない。大した必要性もないのに公正さの名のもとに膨大な手続

を置き、国民の権利救済を困難にする改正案であり、そのような負担を国民に強制するこ

とを正当化する余地はない。 
(2)行政不服審査の改革の方向性は、裁判所にすり寄るのではなく、行政による紛争解決の

仕組みであることのメリットを生かすものであることが必要である。改正案の方向はこれ

に逆行している。 
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 ・審理員に加えて行政不服審査会を二重に置く合理性はバランス上認められない。強い 
  ていえば、審理員の独立性を高めるアプローチが有用である。改正案は国民の権利救 
  済を口実とした事務局肥大化を企図しているのではないかという疑問を拭えない。 
 ・代理人資格を弁護士に限定するのは既得権保護そのもの。審理員をはじめ担当セクシ 
  ョンが後見的に対応できるようにすることが肝要。cf 労働委員会 
(3)実際上の必要性というなら、個別法の不服審査手続を改善するほうが有用性はずっと高

いと考えられる。 
○方向性は２つ 
 ・不服申立て前置主義をなくす方向での改正 
 ・不服申立て前置主義をとる場合には裁決主義とし、手続を「公正」にしたうえ高裁を 
  一審とする方向での改正 
○分野としては、主要な不服審査制度である国税、情報公開、社会保険、労災補償が重要

であることは統計上明らかである。改正案は、同じ総務省所管だからという理由で個人情

報・情報公開審査会を改組して行政不服審査会にするというものであるが、それなりに機

能している当該制度を自ら歪めるものである。もしそれをやるなら、他の分野も統合した

うえ、横断的で実権のある行政不服審査制度（統一的な行政不服審判所）の創設を考える

べきである。これは複数の省庁をまたぐ問題であるため、当然、内閣マターとなる。 
(4)一般的な第三者機関を置くのであれば、抜本的な改革が必要となる。その際、裁判所と

同様に、分担管理原則を破ることを前提として、適用除外、例外規定をなくすことが必要

である。このような行政紛争解決機関を構想する場合、実質的な行政裁判所とも機能がか

ぶってくることから、平成 22 年度に検討が予定されている行政事件訴訟法あり方も視野に

いれる必要がでてくる。 
(5)その他 
 地方に同様の仕組みを強制するのは必要性がさらに不明。 
 
三 まとめ 

○増島俊之・元総務省事務次官の論説(2009 年 6 月 11 日朝日新聞朝刊） 
 「国民の利益守る早期改正を」 
 「役所の不当な権力から国民の権利と利益を守り、役所の仕事の適正化を図る行政不服 
   審査法の改正案」、「国民が…裁判所に訴えなくても簡易な救済を図るのが行政不服審査 
 法だ」「国会議員の見識と熱意により、早期に成立することを強く望みたい」 
○片山善博・前鳥取県知事・行政刷新会議メンバー（2009 年 11 月 28 日毎日新聞朝刊） 
 事業仕分けについて、「天下りなど不純を作り出すために、科学という純粋なものを食い 
  物にした部分を見てほしい」とのコメント 
★国民の権利を守る行政不服審査法改正は、「純粋なものを食い物」にするようなものであ  

 ってはならない。 






